
ザ・ビジネスモール登録団体約款 

第１条 本規定の適用範囲 

1. 本規定は 2020年 4月 1日の時点で有効となる。 

2. ザ・ビジネスモール登録団体約款は記載事業にかかわるザ・ビジネスモール登録団体個別約款が存在しない限り優先される。 

第２条 ザ・ビジネスモール 

1. 登録団体より企業の技術・商品情報を収集してデータベースに格納し、誰にでも簡単に使える検索システムをインターネット

上に構築した、都道府県市町村の行政枠を越えた広域的な商工取引支援サービスである。 

2. ザ・ビジネスモールは、登録団体の相互協力により運営され、企業の商取引支援に関するサービスを提供するシステムである。 

第３条 ザ・ビジネスモール事業およびサービス 

1. ザ・ビジネスモール事業で提供される情報・サービス等は公序良俗に違反しないものとする。 

第４条 ザ・ビジネスモール事務局 

1. ザ・ビジネスモール事務局は、事業推進に必要な、事務処理、情報システム運用を行う。 

2. ザ・ビジネスモール事務局は、登録団体からのデータ登録要求を受け取り、速やかにシステムに反映させる責務を負う。 

3. ザ・ビジネスモール事務局は、登録団体により登録される登録データをザ・ビジネスモールのシステム上以外で公開する権利を

有しない。 

4. ザ・ビジネスモール事務局は、大阪商工会議所 経営情報センターがその業務を負う。 

5. ザ・ビジネスモール事務局は、ザ・ビジネスモールにおける事業収入を管理し、必要な費用をザ・ビジネスモールの運用費用に

用いる権利を有する。 

第５条 ユーザー 

1. ユーザーは、ザ・ビジネスモールの趣旨を理解し、ユーザー利用規約を遵守する義務を負う。 

2. ユーザーは、ザ・ビジネスモールを使用し、ユーザーの商取引に役立てる権利を有する。 

第６条 登録団体 

1. 登録団体は、データをザ・ビジネスモールに登録し、登録された企業情報を管理し、1年に１回以上更新しなければならな

い。 

2. 登録団体は、ユーザーから申請があれば、速やかにユーザー登録の承認手続きを行わなければならない。 

3. 登録団体は、データをザ・ビジネスモール事務局の指定する形式で提供する。 

4. 登録団体は、ザ・ビジネスモール事務局に対して、登録団体自身がザ・ビジネスモールのサービスを利用する事業を企画、実

施する権利を有する。 

ただし、事業の詳細の実施に関わる事項については、別途ザ・ビジネスモール事務局と協議し規定する。 

5. 登録団体は、ザ・ビジネスモールにおけるユーザーとしての権利と責務を有する。 

6. 登録団体は、ザ・ビジネスモールの趣旨を理解し、登録企業の取引拡大に関する支援のために努力しなければならない。 



第７条 登録企業データ 

1. 登録企業データは、登録団体から提出されたものを指定の手続きに従い、ザ・ビジネスモールのシステム仕様に規定される形

式に従って公開される。 

2. ザ・ビジネスモールの登録企業データはザ・ビジネスモールの事業目的以外には使用されない。 

3. 登録企業は、ザ・ビジネスモールの利用規約を遵守する義務を負う。 

4. 登録企業データは、2次加工されずザ・ビジネスモールに登録される。 

第８条 登録団体とザ・ビジネスモール運営 

1. ザ・ビジネスモール事務局が指定する登録データ形式にデータを編集・加工する費用は、登録団体が負う。 

2. その他費用は、ザ・ビジネスモール事務局が、事業収入より補填する。 

3. 登録団体は、下記に定める運営協力金基準に則り、ザ・ビジネスモール事業の運営上にあたって必要な運営協力金を年に

１度支払う義務を負う。 

 会員数※ 運営協力金（年間・税込） 

Ａ 10,000 以上 １００，０００円 

Ｂ 5,000 以上 10,000 未満 ６０，０００円 

Ｃ 2,000 以上  5,000 未満 ３０，０００円 

Ｄ 1,000 以上  2,000 未満 １５，０００円 

Ｅ 1,000 未満 １０，０００円 

Ｆ 商工会・連合会 １０，０００円 

（※会員数は、毎年 1回日本商工会議所が公表する最新の純会員数とする） 

4. 登録団体は、個別に定める提携サービス、BM プレミアム、BM テンポ利用料等の紹介手数料（キックバック）を年に１度受

け取ることができる。 

第９条 免責事項 

1. ザ・ビジネスモール事務局は、ザ・ビジネスモール事業により発生する直接、間接のいかなる損害賠償責務も負わない。 

 

（2020年 4月 1日 改訂） 


